
歳出

(単位:千円)

補正前 補正額 補正後

総務費 1 アセットマネジメント推進事業 21,239 185,993 207,232

一　般　財　源 21,239 185,993 207,232

◆ (1) 指定管理者制度事業 15,443 185,993 201,436

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う指定管理者に対する交付金の追加

　147施設　185,993千円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　185,993千円（12,900千円→198,893千円）

・その他

　駐車場5施設に対し、駐車場事業特別会計にて交付　4,693千円

2 徳川家ゆかりの資料展示収蔵施設整備事業 0 28,761 28,761

一　般　財　源 0 28,761 28,761

・補正理由

　大河ドラマ館及び関連施設を活用した展示収蔵施設の整備にかかる基本計画

　作成に要する経費の追加

・補正内容

　報償費　   176千円（皆増）

　委託料　28,585千円（皆増）

3 浜松版ＭａａＳ推進事業 14,613 5,000 19,613

国　デジタル田園都市国家構想交付金
　　（デジタル実装） 4,000 0 4,000

一　般　財　源 10,613 5,000 15,613

・補正理由

　モビリティデータの分析による地域交通及び地域活性化への活用可能性の

　検証に要する役務費の追加

　・可視化分析ツール利用料

・補正内容

　役務費　5,000千円（皆増）　　

事　業・事　項



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 4 ビーチ・マリンスポーツ推進事業 57,812 △ 16,005 41,807

国　デジタル田園都市国家構想交付金
　　（地方創生拠点整備） 17,435 0 17,435

寄　一般寄附金 550 0 550

一　般　財　源 39,827 △ 16,005 23,822

・補正理由

　江之島ビーチコート整備運営にかかるアドバイザリー業務内容の見直し

  による事業者提案期間の延長に伴う減額

・補正内容

　委託料　△16,005千円（57,062千円→41,057千円）

・債務負担行為

　事　項　江之島ビーチコート整備運営アドバイザリー業務委託費

　限度額　18,865千円（R6:18,865千円）

　期　間　令和5年度から令和6年度まで

5 スポーツ施設運営事業 1,890,301 69,707 1,960,008

市　現年課税分（事業所税） 163,000 0 163,000

使　運動広場等使用料 664 0 664

使　武道場使用料 185 0 185

使　地域総合体育館使用料 43 0 43

繰　ふるさと北遠振興基金繰入金 145,735 0 145,735

繰　森林環境基金繰入金 10,000 0 10,000

諸　指定管理施設特定収入 50,188 0 50,188

諸　その他収入 364 0 364

一　般　財　源 1,520,122 69,707 1,589,829

◆ (1) 総合水泳場管理運営事業 383,455 69,707 453,162

・補正理由

　第1期事業終了（令和6年1月末満了）から第2期事業開始（令和6年5月1日開始）

　までの運営に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　69,707千円（383,277千円→452,984千円）

・債務負担行為

　事　項　古橋廣之進記念浜松市総合水泳場指定管理運営費

　限度額　34,854千円（R6:34,854千円）

　期　間　令和5年度から令和6年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

総務費 6 図書館運営事業 1,342,500 15,189 1,357,689

市　現年課税分（事業所税） 16,000 0 16,000

国　デジタル田園都市国家構想交付金
　　（デジタル実装） 0 117,452 117,452

財　国際児童年記念児童文庫基金運用
　　収入 68 0 68

繰　国際児童年記念児童文庫基金繰入金 1,000 0 1,000

諸　その他収入 205 0 205

一　般　財　源 1,325,227 △ 102,263 1,222,964

◆ (1) 資料収集事業 134,912 15,189 150,101

・補正理由

　国補助金の交付決定に伴う第8次図書館システム構築にかかる電子図書の

　拡充に要する需用費の追加

・補正内容

　需用費　15,189千円（131,120千円→146,309千円）

・財源

　国10/10　デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20,526千円（皆増）

7 人件費（市民窓口費） 16,474 15,166 31,640

国　マイナンバーカード交付事務費補助金 9,063 15,166 24,229

一　般　財　源 7,411 0 7,411

◆ (1) 会計年度任用職員 16,474 15,166 31,640

・補正理由

　マイナポイント申請期間の延長に伴うマイナンバーカード交付事務に

　要する報酬の追加

・補正内容

　報酬　15,166千円（16,474千円→31,640千円）

・財源

　国10/10　マイナンバーカード交付事務費補助金　15,166千円

　　　 　  　　　　　　　　　　　　　   　　　　　（9,063千円→24,229千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 1 国庫支出金等精算返還金（社会福祉総務費） 0 55,069 55,069

一　般　財　源 0 55,069 55,069

・補正理由

　令和3年度及び令和4年度国庫支出金の精算に伴う返還金の追加

　　国庫返還金　55,069千円（皆増）　

　　・住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金　 45,494千円

　　・電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金　9,575千円

0 106,996 106,996

国　新型コロナウイルス感染症対応
    地方創生臨時交付金 0 67,386 67,386

一　般　財　源 0 39,610 39,610

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う障害福祉サービス等事業所の負担軽減に要する

　経費の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　106,936千円（704施設）

　・支援基本額　　129千円～3,746千円

　・補助率　　　　1/2

・補正内容

　役務費　　　　　　　　　　 60千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　106,936千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　67,386千円（皆増）

2 障害福祉施設等物価高騰対策費助成事業
　（補助金）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費
0 85,347 85,347

国　新型コロナウイルス感染症対応
    地方創生臨時交付金 0 53,752 53,752

一　般　財　源 0 31,595 31,595

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う高齢者施設の負担軽減に要する経費の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　80,973千円（87施設）

　　　　　　　　　食料費　 　  　　4,359千円（ 6施設）

　・支援基本額　　電気料、ガス料　 1,199千円～4,644千円

　　　　　　　　　食料費　 　  　  1,453千円

　・補助率　　　　1/2

・補正内容

　役務費　　　　　　　　　　15千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　85,332千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　53,752千円（皆増）

0 2,259,578 2,259,578

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 2,259,578 2,259,578

◆ (1) 人件費 0 4,170 4,170

・補正理由

　住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の

　支給事務に要する人件費の追加

・補正内容

　報酬　　　　1,163千円（皆増）

　職員手当等  2,760千円（皆増）

　共済費　  　　247千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　4,170千円（皆増）

3 老人福祉施設等物価高騰対策費助成事業
　（補助金）

4 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援
　給付金支給事業



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 ◆ (2) 事務費 0 209,408 209,408

・補正理由

　住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の

　支給事務に要する経費の追加

・補正内容

　需用費 　　　　  265千円（皆増）

　役務費 　　　 28,351千円（皆増）

　委託料　　　 180,557千円（皆増）

　使用料及び賃借料　15千円（皆増）

　工事請負費　　　 220千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　209,408千円（皆増）

◆ (3) 給付費 0 2,046,000 2,046,000

・補正理由

　住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金の

　支給に要する交付金の追加

　　給付額　　1世帯当たり3万円

　　対象世帯　・世帯全員の令和5年度住民税均等割が非課税の世帯　67,600世帯

　　　　　　　・令和5年1月から令和5年9月までの家計が急変し、

　　　　　　　　令和5年度分の住民税均等割が非課税である世帯と

　　　　　　　　同様の事情にあると認められる世帯　600世帯

・補正内容

　負担金補助及び交付金　2,046,000千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

　                                               2,046,000千円 （皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 5 社会的養護推進事業 117,691 4,601 122,292

国　児童虐待・ＤＶ対策等総合支援
    事業費補助金 54,233 0 54,233

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 2,898 2,898

一　般　財　源 63,458 1,703 65,161

◆ (1) 社会的養護体制整備事業 25,612 4,601 30,213

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う児童養護施設等における電気・ガス・食料費高騰の

　負担軽減に要する補助金の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　  2,851千円

　　　　　　　　　食料費 　　　　 　1,750千円

　・支援内容　　　入所児童数に応じた定額補助

    　　　　　　　（施設種別に応じた上昇額×入所児童数×補助率1/2）

　　　　　　　　　支援基本額　月額3,500円～7,700円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　4,601千円（15,574千円→20,175千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　2,898千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 6 子供の未来応援地域ネットワーク支援事業 89,851 1,042 90,893

国　地域子供の未来応援交付金 64,868 0 64,868

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 656 656

繰　子どもの未来応援基金繰入金 20,362 0 20,362

一　般　財　源 4,621 386 5,007

◆ (1) 子供の貧困対策総合支援事業 21,824 1,042 22,866

　・補正理由

　　原油価格・物価高騰に伴う子ども食堂等の運営団体に対する電気・ガス・

　　食料費等高騰の負担軽減に要する補助金の追加

　　・支援対象経費　電気料、ガス料、消耗品費等　827千円

　　　　　　　　　　食料費　　　　　　　　　　　215千円

　　・支援内容　　　物価高騰及び実施回数の増を踏まえた補助上限額の引き上げ

　　・引上げ額　　　①子ども食堂　25,000円（ 77,000円→102,000円）

　　　　　　　　　　②学習支援　　22,600円（ 77,000円→ 99,600円）

　　　　　　　　　　③両事業　　　30,000円（102,000円→132,000円）

　・補正内容

　　負担金補助及び交付金　1,042千円（3,714千円→4,756千円）

　・財源

　　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　656千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 7 子育て世帯生活支援特別給付金支給事業 0 690,949 690,949

国　新型コロナウイルス感染症
　　セーフティネット強化交付金 0 690,949 690,949

◆ (1) ひとり親世帯支給事業 0 352,425 352,425

・補正理由

　国の閣議決定に伴う、低所得の子育て世帯に対する生活支援特別給付金の

　支給に要する経費の追加

　・支給金額　児童一人当たり　5万円

　・支給時期　申請を要しない令和5年3月分の児童扶養手当の受給者は、5月31日

　　          支給、その他は6月1日以降申請受付後、順次支給

・補正内容

　需用費　　　　　　180千円（皆増）

　役務費　　　　　1,078千円（皆増）

　委託料　　　　 10,717千円（皆増）

　扶助費　　　　340,450千円（皆増）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　352,425千円（皆増）

◆ (2) ひとり親世帯以外支給事業 0 338,524 338,524

・補正理由

　国の閣議決定に伴う、低所得の子育て世帯に対する生活支援特別給付金の

　支給に要する経費の追加

　・支給金額　児童一人当たり　5万円

　・支給時期　申請を要しない令和4年度低所得の子育て世帯に対する子育て世帯

　　          生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分）

　　          の支給対象者は5月31日支給、その他は6月1日以降申請受付後、

　　          順次支給

・補正内容

　需用費　　　　　　108千円（皆増）

　役務費　　　　　　719千円（皆増）

　委託料　　　　 17,447千円（皆増）

　扶助費　　　　320,250千円（皆増）

・財源

　国10/10　新型コロナウイルス感染セーフティネット強化交付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　338,524千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 8 社会的養護推進事業 17,821 905 18,726

国　児童虐待・ＤＶ対策等総合支援
    事業費補助金 1,073 0 1,073

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 570 570

一　般　財　源 16,748 335 17,083

◆ (1) 里親支援事業 2,981 905 3,886

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う里親家庭における電気・ガス・食料費高騰の

　負担軽減に要する補助金の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　313千円

　　　　　　　　　食料費 　 　　　592千円

　・支援内容　　　委託児童数に応じた定額補助

    　　　　　　　（支援基本額×委託児童数×補助率1/2）

　　　　　　　　　支援基本額　月額2,600円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　905千円（330千円→1,235千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　570千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 9 市立保育所管理運営事業 610,893 10,848 621,741

市　現年課税分（事業所税） 178,000 0 178,000

地　森林環境譲与税 6,000 0 6,000

使　市立保育所保育料 58,657 0 58,657

使　市立保育所延長保育料 1,180 0 1,180

使　市立保育所一時預かり利用料 1,116 0 1,116

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 6,832 6,832

繰　森林環境基金繰入金 21,267 0 21,267

諸　市立保育所副食費保護者負担金 48,924 0 48,924

諸　市立保育所一時預かり事業副食費
　　保護者負担金 64 0 64

一　般　財　源 295,685 4,016 299,701

◆ (1) 保育材料及び児童給食賄料事業 178,669 10,848 189,517

・補正理由

　食材料価格等の上昇に伴う保護者負担を軽減した給食等の提供に要する需用費

　の追加

　・支援額　　1食あたり20円

　・支援方法　給食費の据え置き

・補正内容

　需用費　10,848千円（178,669千円→189,517千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　6,832千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 10 私立保育所等助成事業 22,640,410 85,399 22,725,809

分　私立保育所保育料 476,913 0 476,913

国　施設型給付費負担金 7,843,621 0 7,843,621

国　地域型保育給付費負担金 1,287,232 0 1,287,232

国　子ども・子育て支援交付金 65,727 0 65,727

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 53,784 53,784

国　保育対策総合支援事業費補助金 649,267 0 649,267

県　施設型給付費負担金 3,953,333 0 3,953,333

県　地域型保育給付費負担金 470,616 0 470,616

県　子ども・子育て支援交付金 65,727 0 65,727

県　新たな子育て家庭支援基盤整備
    事業費補助金 863 0 863

諸　施設型給付費収入 540 0 540

一　般　財　源 7,826,571 31,615 7,858,186

◆ (1) 私立保育所等事業費助成事業（補助金） 851,056 85,399 936,455

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う私立保育所等における電気・ガス・食料費高騰の

　負担軽減に要する補助金の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　 34,669千円

　　　　　　　　　食料費 　　　　　50,730千円

　・支援内容　　　児童数に応じた定額補助

   　　　　　 　　支援基本額　年額10,100円/人　補助率1/2

・補正内容

　負担金補助及び交付金　85,399千円（851,056千円→936,455千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　53,784千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 11 救護施設物価高騰対策費助成事業（補助金） 0 6,865 6,865

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 4,324 4,324

一　般　財　源 0 2,541 2,541

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う救護施設の負担軽減に対する補助金の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　3,090千円（4施設）

　　　　　　　　　食料費　　　　　3,775千円（4施設）

　・支援基本額　　電気料、ガス料　1,545千円

　　　　　　　　　食料費　　　　　1,888千円

　・補助率　　　　1/2

・補正内容

　負担金補助及び交付金　6,865千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　4,324千円（皆増）

12 生活保護デジタル運営経費 96,373 17,094 113,467

国　生活保護費等負担金 4,608 0 4,608

国　生活保護運営対策事業費等補助金 196 4,059 4,255

国　社会保障・税番号制度システム
　　整備費補助金 110 8,976 9,086

一　般　財　源 91,459 4,059 95,518

・補正理由

　生活保護基準改定及び医療扶助オンライン資格確認導入に伴う生活保護

　システムの改修等に要する委託料の追加

・補正内容

　委託料　17,094千円（82,358千円→99,452千円）

・財源

　国1/2　　生活保護運営対策事業費等補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,059千円（196千円→4,255千円）

　国10/10　社会保障・税番号制度システム整備費補助金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,976千円（110千円→9,086千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

民生費 13 介護施設等物価高騰対策費助成事業（補助金） 0 383,705 383,705

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 241,658 241,658

一　般　財　源 0 142,047 142,047

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う介護施設の負担軽減に要する経費の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　383,644千円（1,096施設）

　・支援基本額　　57千円～9,215千円

　・補助率　　　　1/2

・補正内容

　役務費　　　　　　　　　　 61千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　383,644千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　241,658千円（皆増）

衛生費 1 収集業務管理事業 221,178 4,971 226,149

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 3,131 3,131

使　連絡ごみ処理手数料 114,599 0 114,599

一　般　財　源 106,579 1,840 108,419

◆
0 4,971 4,971

・補正理由

　原油価格の高騰に伴う家庭系一般廃棄物収集運搬業務及び路上死亡動物回収

　業務の受託事業者における燃料費負担の支援に要する交付金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　4,971千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　3,131千円（皆増）

(1) 家庭系廃棄物等収集運搬支援事業
　　（交付金）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 2 ごみ計量システム維持管理事業 37,403 2,576 39,979

一　般　財　源 37,403 2,576 39,979

・補正理由

　システム更新に伴うごみ・資源物計量システムの機器調達に要する使用料及び

　賃借料の追加

・補正内容

　使用料及び賃借料　2,576千円（4,075千円→6,651千円）

・債務負担行為

　事　項　ごみ・資源物計量システム機器リース料　

　限度額　56,055千円（R6～R10:各年度11,211千円）

　期　間　令和5年度から令和10年度まで

3 一般廃棄物許可収集運搬支援事業（交付金） 0 9,550 9,550

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 6,015 6,015

一　般　財　源 0 3,535 3,535

・補正理由

　原油価格の高騰に伴う一般廃棄物許可収集運搬事業者及びし尿・浄化槽汚泥

　収集運搬事業者における燃料費負担の支援に要する交付金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　9,550千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　6,015千円（皆増）

4 人件費（環境政策推進費） 97,501 143 97,644

一　般　財　源 97,501 143 97,644

◆ (1) 附属機関の委員等 1,193 143 1,336

・補正理由

　浜松市不良な生活環境対策審議会委員に対する報酬の追加

　　委員　7名

　　医療福祉関係者　3名、弁護士を含む法律関係者　3名、自治会関係者　1名

・補正内容

　報酬　143千円（1,193千円→1,336千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

衛生費 5 生物多様性保全事業 35,782 4,032 39,814

国　生物多様性保全推進交付金 8,582 2,016 10,598

繰　森林環境基金繰入金 2,686 0 2,686

繰　地域振興等基金繰入金 5,000 0 5,000

一　般　財　源 19,514 2,016 21,530

・補正理由

　国補助金内示に伴う特定外来生物（クリハラリス）の対策に要する

　委託料の追加

・補正内容

　委託料　4,032千円（29,600千円→33,632千円）

・財源

　国1/2　生物多様性保全推進交付金　2,016千円（8,582千円→10,598千円）

6 環境政策推進運営経費 3,065 195 3,260

一　般　財　源 3,065 195 3,260

・補正理由

　浜松市不良な生活環境対策審議会の運営に要する経費の追加

・補正内容

　旅費　 114千円（352千円→466千円）

  需用費　81千円（483千円→564千円）

7 水道事業会計負担金 368,577 70,071 438,648

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 70,071 70,071

一　般　財　源 368,577 0 368,577

・補正理由

　原油価格高騰に伴う水道事業会計における動力費の上昇に対する負担金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　70,071千円（368,577千円→438,648千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　70,071千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

農林水 1 畜産振興支援事業 2,076 48,176 50,252
産業費 国　新型コロナウイルス感染症対応

　　地方創生臨時交付金 0 30,341 30,341

一　般　財　源 2,076 17,835 19,911

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う畜産農家に対する衛生費や光熱動力費等の

　負担軽減に要する経費の追加

・補正内容

　役務費　　　　　　　　　　26千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　48,150千円（1,816千円→49,966千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　30,341千円（皆増）

2 林道等整備事業 533,251 29,370 562,621

県　林道改良事業費補助金 53,086 11,748 64,834

県　林道舗装事業費補助金 11,875 0 11,875

県　道整備事業費補助金 28,710 0 28,710

繰　資産管理基金繰入金 99,500 0 99,500

債　林道整備事業債 187,200 17,200 204,400

一　般　財　源 152,880 422 153,302

◆ (1) 県単独林道整備事業 162,404 29,370 191,774

・補正理由

　県補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　 3,575千円（ 14,245千円→ 17,820千円）

　工事請負費　25,795千円（148,159千円→173,954千円）

・財源

　県4/10　林道改良事業費補助金　11,748千円（53,086千円→ 64,834千円）

　債　　　林道整備事業債　　　　17,200千円（95,700千円→112,900千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

商工費 1 物流等円滑化支援事業 0 212,000 212,000

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 133,518 133,518

一　般　財　源 0 78,482 78,482

・補正理由

　原油価格高騰に伴い燃料費負担が増加している貨物自動車運送業等に対する

　支援に要する経費の追加

　・支援対象　貨物自動車運送業及び一般貸切旅客運送業約500社

　・支援額　　45千円×所有車両台数の1/2

　・上限額　　1事業者あたり2,250千円

・補正内容

　委託料　　　　　　　　 12,000千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　200,000千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　133,518千円（皆増）

2 中心市街地活性化施策調査研究事業 3,135 9,570 12,705

一　般　財　源 3,135 9,570 12,705

・補正理由

　官民連携による中心市街地賑わい創出実現方策の調査検討に要する

　委託料の追加

・補正内容

　委託料　9,570千円（3,135千円→12,705千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

商工費 3 中小事業者等電力量料金高騰対策支援事業 0 1,206,700 1,206,700

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 759,979 759,979

一　般　財　源 0 446,721 446,721

・補正理由

　原油価格高騰に伴う中小事業者等の高圧及び特別高圧電力量料金の

　負担軽減に要する経費の追加

　・支援対象　高圧及び特別高圧電力で受電契約している市内中小事業者等

　・支援額　　令和5年1～6月の電力使用量（kWh）×1円/kWh

・補正内容

　委託料　　　　　　　　 　36,000千円（皆増）

　負担金補助及び交付金　1,170,700千円（皆増）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　759,979千円（皆増）

4 海外戦略推進事業 79,074 50,000 129,074

国　デジタル田園都市国家構想交付金
　　（地方創生推進） 17,850 0 17,850

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 31,490 31,490

一　般　財　源 61,224 18,510 79,734

◆ (1) インバウンド推進事業 77,274 50,000 127,274

・補正理由

　市内宿泊を伴う訪日旅行商品に対する助成に要する負担金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　50,000千円（23,802千円→73,802千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　31,490千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 1 狭い道路拡幅整備事業 199,936 19,224 219,160

国　防災・安全社会資本整備交付金
    （建築行政） 92,071 8,521 100,592

一　般　財　源 107,865 10,703 118,568

◆ (1) 国交付金事業 179,090 16,255 195,345

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　 　10,170千円（ 71,190千円→ 81,360千円）

　工事請負費　6,085千円（102,690千円→108,775千円）

・財源

　国1/2　防災・安全社会資本整備交付金（建築行政）

　　　　       　　　　　　　　　8,127千円 （89,545千円→97,672千円）

◆ (2) 単独事業 12,726 1,569 14,295

・補正理由

　国交付金事業の事業費の増に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　　393千円（2,751千円→ 3,144千円）

　工事請負費　1,176千円（9,408千円→10,584千円）

◆ (3) 拡幅整備助成事業（補助金） 8,120 1,400 9,520

・補正理由

　国補助金内示に伴う補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　1,400千円（8,120千円→9,520千円）

・財源

　国1/2、1/3　防災・安全社会資本整備交付金（建築行政）

　　　　　　　　  　　　　　　　 　　394千円（2,526千円→2,920千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 2 地震対策推進事業 274,031 7,670 281,701

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（建築行政） 101,362 2,845 104,207

国　建築物耐震対策緊急促進事業費
　　補助金 25,981 0 25,981

県　地震・津波対策等減災交付金 395 0 395

県　わが家の専門家診断事業費補助金 7,960 0 7,960

県　がけ地近接等危険住宅移転事業費
　　補助金 4,146 0 4,146

県　木造住宅耐震補強助成事業費補助金 37,250 0 37,250

一　般　財　源 96,937 4,825 101,762

◆ (1) ブロック塀等耐震改修助成事業（補助金） 23,010 7,670 30,680

・補正理由

　国補助金内示に伴う補助金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　7,670千円（23,010千円→30,680千円）

・財源

　国1/2　防災・安全社会資本整備交付金（建築行政）

　　　　　　　　　　　　　     　2,845千円（8,535千円→11,380千円）

3 市道整備事業 1,208,500 40,000 1,248,500

市　現年課税分（事業所税） 886,350 0 886,350

国　道整備事業費補助金 60,000 20,000 80,000

債　土木施設整備事業債 54,000 18,000 72,000

一　般　財　源 208,150 2,000 210,150

◆ (1) 国交付金事業 120,000 40,000 160,000

・補正理由

　国補助金内示に伴う工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　40,000千円（120,000千円→160,000千円）

・財源

　国1/2　道整備事業費補助金　20,000千円（60,000千円→80,000千円）

　債　　 土木施設整備事業債　18,000千円（54,000千円→72,000千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 4 国県道整備事業 1,361,188 35,824 1,397,012

国　社会資本整備総合交付金（道路） 289,750 10,412 300,162

国　防災・安全社会資本整備交付金
　　（道路） 228,371 0 228,371

国　道路関連整備・修繕事業費補助金 27,500 8,250 35,750

国　防衛施設周辺整備費補助金 62,019 0 62,019

県　道路新設改良事業費負担金 30,010 0 30,010

県　地震・津波対策促進費交付金 195,689 0 195,689

債　土木施設整備事業債 403,900 15,600 419,500

一　般　財　源 123,949 1,562 125,511

◆ (1) 国交付金事業 994,720 35,824 1,030,544

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　　　  　△27,500千円（407,720千円→380,220千円）

　公有財産購入費　      25,548千円（ 14,000千円→ 39,548千円）

　補償、補填及び賠償金　37,776千円（ 23,000千円→ 60,776千円）

・財源

　国1/2　　 社会資本整備総合交付金（道路）

　　　　　 　　　　     　　 10,412千円（289,750千円→300,162千円）

　国5.5/10　道路関連整備・修繕事業費補助金

                              8,250千円（ 27,500千円→ 35,750千円）

　債　      土木施設整備事業債

                             15,600千円（403,900千円→419,500千円）

・債務負担行為

　事　項　県道天竜浜松線用地移転補償費

　限度額　40,590千円（R6:40,590千円）

　期　間　令和5年度から令和6年度まで



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 5 公共交通推進事業 571,769 91,972 663,741

市　現年課税分（都市計画税） 112,000 0 112,000

国　社会資本整備総合交付金（交通） 90,200 0 90,200

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 18,661 18,661

諸　地域公共交通確保維持改善事業費
　　補助金過年度収入 18,528 0 18,528

債　都市計画事業債 66,400 0 66,400

一　般　財　源 284,641 73,311 357,952

◆ (1) バス交通等対策助成事業 298,877 29,631 328,508

・補正理由

　原油価格高騰に伴い燃料費負担が増加している路線バス及び鉄道の事業者

　に対する支援に要する交付金の追加

　・路線バス（燃料費）　17,563千円

　・鉄道（電気代）　　　12,068千円

・補正内容

　負担金補助及び交付金　29,631千円（50,199千円→79,830千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　18,661千円（皆増）

◆ (2) 鉄道安全対策助成事業（補助金） 0 62,341 62,341

・補正理由

　遠州鉄道（株）鉄道事業の直近の決算見込みによる県との協調補助実施に

　伴う、同社が実施する安全対策事業に対する補助金の追加

　・安全対策事業（信号保安設備更新、車両更新等）

　　総事業費　374,050千円

　・補助率　市1/6 以内、県1/6以内、国1/3以内

・補正内容

　負担金補助及び交付金　62,341千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 6 浜北中央北地区公共施設整備事業 133,217 120,810 254,027

市　現年課税分（都市計画税） 42,000 0 42,000

国　社会資本整備総合交付金（区画） 6,400 △ 1,400 5,000

国　都市構造再編集中支援事業費補助金 40,100 58,650 98,750

債　都市計画事業債 42,400 50,500 92,900

一　般　財　源 2,317 13,060 15,377

◆ (1) 国交付金事業 94,000 113,500 207,500

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　　 　　 　△3,500千円（27,000千円→ 23,500千円）

　公有財産購入費　　　 　37,000千円（31,000千円→ 68,000千円）

　補償、補填及び賠償金 　80,000千円（36,000千円→116,000千円）

・財源

　国1/2　　　　  社会資本整備総合交付金（区画）

　　　　　　　　　　　　　 　　  △1,400千円（ 6,400千円→ 5,000千円）

　国1/2、4.5/10　都市構造再編集中支援事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　 　　　 58,650千円（40,100千円→98,750千円）

　債 　　     　 都市計画事業債　 50,500千円（42,400千円→92,900千円）

◆ (2) 単独事業 39,217 7,310 46,527

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　役務費　　 　　　 　　　820千円（ 2,415千円→ 3,235千円）

　委託料　　　　　　　　△810千円（15,860千円→15,050千円）

　公有財産購入費　　　　3,000千円（10,700千円→13,700千円）

　補償、補填及び賠償金　4,300千円（ 5,600千円→ 9,900千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 7 都市計画道路整備事業 404,394 4,906 409,300

市　現年課税分（都市計画税） 175,000 0 175,000

国　社会資本整備総合交付金（街路） 27,447 23,653 51,100

国　街路関連整備事業費補助金 98,670 △ 23,320 75,350

債　都市計画事業債 97,200 4,100 101,300

一　般　財　源 6,077 473 6,550

◆ (1) 国交付金事業 234,294 4,906 239,200

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　　  　　　△13,000千円（ 22,000千円→  9,000千円）

　工事請負費　　 　　　　△1,894千円（137,894千円→136,000千円）

　公有財産購入費　　　　  31,000千円（ 56,300千円→ 87,300千円）

　補償、補填及び賠償金　△11,200千円（ 18,100千円→  6,900千円）

・財源

　国1/2     社会資本整備総合交付金（街路）

　　　　　　　　　　　　　 　　  23,653千円（27,447千円→ 51,100千円）

　国5.5/10  街路関連整備事業費補助金

　　　　　　　　　　　　　 　　△23,320千円（98,670千円→ 75,350千円）

　債        都市計画事業債　　　　4,100千円（97,200千円→101,300千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 8 天竜川駅周辺整備事業 74,000 4,993 78,993

市　現年課税分（都市計画税） 8,000 0 8,000

国　街路関連整備事業費補助金 34,000 2,496 36,496

債　都市計画事業債 30,600 2,200 32,800

一　般　財　源 1,400 297 1,697

◆ (1) 国交付金事業 68,000 4,993 72,993

・補正理由

　国補助金内示に伴う工事請負費の追加

・補正内容

　工事請負費　4,993千円（68,000千円→72,993千円）

・財源

　国1/2　街路関連整備事業費補助金　2,496千円（34,000千円→36,496千円）

　債 　　都市計画事業債　　　 　 　2,200千円（30,600千円→32,800千円）

9 舘山寺総合公園運営事業 533,871 17,470 551,341

市　現年課税分（都市計画税） 149,000 0 149,000

使　公園使用料 134 0 134

国　社会資本整備総合交付金（都市再生） 26,760 0 26,760

繰　花と緑の基金繰入金 129,040 0 129,040

債　都市計画事業債 41,600 0 41,600

一　般　財　源 187,337 17,470 204,807

◆ (1) 一般整備事業 397,671 17,470 415,141

・補正理由

　浜名湖花博20周年記念事業におけるはままつフラワーパーク及び浜名湖

　ガーデンパークの入場券のセット販売に要する負担金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　17,470千円（160,751千円→178,221千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 10 公園緑地帯維持管理事業 721,281 34,271 755,552

使　運動施設使用料 1 0 1

使　公園使用料 7,130 0 7,130

使　照明灯使用料 376 0 376

諸　その他収入 300 0 300

一　般　財　源 713,474 34,271 747,745

・補正理由

　倒木が懸念される危険木の伐採・剪定に要する委託料の追加

　・四ツ池公園　伐採85本、強剪定36本

　・有玉緑地　　伐採40本、強剪定23本

・補正内容

　委託料　34,271千円（595,412千円→629,683千円）

11 市営住宅ストック総合改善事業 557,924 145,229 703,153

使　住宅使用料 34,528 0 34,528

国　社会資本整備総合交付金（住宅） 198,535 34,990 233,525

一　般　財　源 324,861 110,239 435,100

◆ (1) 国交付金事業 554,862 140,675 695,537

・補正理由

　国補助金内示に伴う経費の追加

・補正内容

　委託料　　　　3,105千円（ 23,562千円→ 26,667千円）

　工事請負費　137,570千円（531,300千円→668,870千円）

・財源

　国1/2　社会資本整備総合交付金（住宅）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　34,990千円（198,535千円→233,525千円）

◆ (2) 単独事業 3,062 4,554 7,616

・補正理由

　国交付金事業の事業費の増に伴う経費の追加

・補正内容

　役務費                　118千円（  264千円→  382千円）

　負担金補助及び交付金　4,436千円（2,798千円→7,234千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

土木費 12 下水道事業会計負担金 4,745,862 115,350 4,861,212

市　現年課税分（入湯税） 2,000 0 2,000

市　現年課税分（都市計画税） 3,590,000 0 3,590,000

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 115,350 115,350

一　般　財　源 1,153,862 0 1,153,862

・補正理由

　原油価格高騰に伴う下水道事業会計における動力費の上昇に対する

　負担金の追加

・補正内容

　負担金補助及び交付金　115,350千円（4,745,862千円→4,861,212千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　115,350千円（皆増）

13 駐車場事業特別会計繰出金 0 4,693 4,693

一　般　財　源 0 4,693 4,693

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う指定管理者交付金に対する繰出金の追加

　駐車場5施設に対し、駐車場事業特別会計にて交付　4,693千円

・補正内容

　繰出金 4,693千円（皆増）

教育費 1 教育総務運営経費 9,928 269 10,197

使　不服申立関係手数料 1 0 1

一　般　財　源 9,927 269 10,196

・補正理由

　「市立中学校における制服のあり方検討委員会」の開催に要する経費の追加

・補正内容

　報償費　224千円（　 30千円→  254千円）

　旅費　　 45千円（2,667千円→2,712千円）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 2 私立幼稚園助成事業 236,311 29,667 265,978

国　子ども・子育て支援交付金
　　（幼児教育） 54,570 0 54,570

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 18,684 18,684

県　子ども・子育て支援交付金 54,570 0 54,570

繰　過疎地域持続的発展事業基金繰入金 7,000 0 7,000

一　般　財　源 120,171 10,983 131,154

◆ (1) 私立幼稚園教育振興助成事業（補助金） 226,401 29,667 256,068

・補正理由

　原油価格・物価高騰に伴う私立幼稚園における電気・ガス・食料費高騰の

　負担軽減に要する補助金の追加

　・支援対象経費　電気料、ガス料　 15,017千円

　　　　　　　　　食料費 　　　　　14,650千円

　・支援内容　　　児童数に応じた定額補助

   　　　　　 　　支援基本額　年額8,100円/人　補助率1/2

・補正内容

　負担金補助及び交付金　29,667千円（226,391千円→256,058千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　18,684千円（皆増）

3 幼稚園事業運営経費 3,119 2,412 5,531

分　日本スポーツ振興センター共済
　　掛金保護者負担金 361 0 361

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 1,519 1,519

一　般　財　源 2,758 893 3,651

・補正理由

　食材料価格等の上昇に伴う保護者負担を軽減した給食等の提供に要する

　補助金の追加

　・支援額　　1児童あたり2,000円（基準額4,000円×1/2）

　・支援方法　補助金

・補正内容

　負担金補助及び交付金　2,412千円（528千円→2,940千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　1,519千円（皆増）



(単位:千円)

補正前 補正額 補正後事　業・事　項

教育費 4 学校給食センター事業 1,390,769 11,255 1,402,024

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 6,471 6,471

諸　学校給食費保護者等負担金 530,317 981 531,298

諸　その他収入 132 0 132

一　般　財　源 860,320 3,803 864,123

◆ (1) 学校給食食材購入事業 530,317 11,255 541,572

・補正理由

　食材料価格等の上昇に伴う保護者負担を軽減した給食等の提供に要する

　需用費の追加

　・支援額　　1食あたり幼稚園14円、小学校16円、中学校19円

　・支援方法　給食費の据え置き

・補正内容

　需用費　11,255千円（530,317千円→541,572千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　

　　　　　　　　　　　　　　  6,471千円（皆増）

　諸　学校給食費保護者等負担金　981千円（530,317千円→531,298千円）

5 学校給食費管理事業 3,525,582 137,422 3,663,004

国　新型コロナウイルス感染症対応
　　地方創生臨時交付金 0 79,261 79,261

諸　学校給食費保護者等負担金 3,458,022 11,571 3,469,593

一　般　財　源 67,560 46,590 114,150

・補正理由

　食材料価格等の上昇に伴う保護者負担を軽減した給食等の提供に要する

　委託料の追加

　・支援額　　1食あたり幼稚園14円、小学校16円、中学校19円

　・支援方法　給食費の据え置き

・補正内容

　委託料　137,422千円（3,513,171千円→3,650,593千円）

・財源

　国　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金　

　　　　　　　　　　　　　　　  79,261千円（皆増）

　諸　学校給食費保護者等負担金　11,571千円（3,458,022千円→3,469,593千円）


